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事実の概要

　Ｘ（原告、控訴人）は、発明の名称を「情報記
憶装置、着脱可能装置、現像剤容器、及び、画像
形成装置」とする特許に係る特許権、発明の名
称を「情報記憶装置及び着脱可能装置」とする 2
つの特許に係る特許権（以下、3つの特許権を併せ
て「本件特許権」という。）を有するプリンタ等を
製造販売等する者である。Ｘは、特定の種類の
レーザープリンタ（以下、「Ｘ製プリンタ」という。）
に対応するＸ製のトナーカートリッジ（以下、「Ｘ
製カートリッジ」という。）の情報記憶装置である
電子部品（以下、「Ｘ製電子部品」という。）につい
てデータの書換えを制限する措置（以下、「本件書
換制限措置」という。）を講じている。Ｘ製プリン
タにＸ製カートリッジが装着されると、Ｘ製プリ
ンタのプリンター画面において、「印刷できます」
との表示がされるとともに、Ｘ製カートリッジの
トナー残量が段階的に表示され、トナーが少な
くなってくると、「トナーがもうすぐなくなりま
す。」、「交換用のトナーがあるか確認してくださ
い。」との予告表示がされ、トナーを使い切ると、
「トナーがなくなりました。」、「トナーを補給して
ください。」との表示がされ、赤色ランプが点灯し、
印刷を停止する。
　Ｙ１（被告、被控訴人）らは、Ｘ製プリンタに対
応する使用済みのＸ製カートリッジからＸ製電子
部品を取り外し、Ｙ１等が製造する電子部品（以
下、「Ｙ製電子部品」という。）に取り替えた上で、
トナーを再充填して製造したトナーカートリッジ

製品（以下、「Ｙ製カートリッジ」という。）を販売
する者である。Ｙ製カートリッジをＸ製プリンタ
に装着すると、Ｘ製プリンタのプリンター画面に
おいて、トナーの残量表示が「？」と表示され、
黄色ランプが点滅し、「非純正トナーボトルがセッ
トされています。」との表示がされる。「？」と表
示されている部分をタッチパネルで 1回押すこ
とにより、「サプライ情報」の画面に遷移し、同
画面上の「保守／補給」の「▶トナー残量」の項
目に「検知不可」との表示がされる。ただしこの
場合でも、画面上に「印刷できます。」との表示
がされ、印刷操作を行うと支障なく印刷すること
ができる。しかし、一方で、トナーの残量の段階
的な表示や「トナーがもうすぐなくなります。」、
「交換用のトナーがあるか確認してください。」と
の予告表示はされず、トナーを使い切ると、「ト
ナーがなくなりました。」、「トナーを補給してく
ださい。」との表示がされ、赤色ランプが点灯し、
印刷を停止する。
　Ｘ製電子部品に本件書換制限措置がされていな
ければ、データを書き換えた上、トナーを再充填
した使用済みのトナーを装着したＸ製プリンタに
おいては、トナー残量の段階的表示及び残量予告
表示をすることができる。
　原審（東京地判令 2・7・22 裁判所ウェブサイト）は、
Ｙ製電子部品は本件特許権に係る発明の技術的範
囲に属するが、Ｘによる本件特許権に基づく差止
請求等について、トナーの残量表示が「？」と表
示されることからＹ製トナーの使用を躊躇させる
効果があり、Ｙ製トナーは公的機関による入札に
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おいて入札条件を満たす可能性は低く、また、本
件特許権の侵害の回避が可能であるとの証拠が存
在しないことから、Ｙ１らは競争上著しく不利益
を受けること、本件書換制限措置の必要性・合理
性がないことから、これら一連のＸの行為が不当
な取引妨害（一般指定 14 項）に抵触し、また、特
許法の目的・趣旨に反するものとして、権利の濫
用に当たり許されないとして、各請求を棄却した。
　本件では、上記「サプライ情報」画面表示及び
「印刷できます。」との表示のほか、原審と異なる
事実として、本件特許の技術的範囲に属しない電
子部品を製造し、残量表示をさせることが技術的
に可能であるとされ、Ｙ１らも平成 29 年 11 月以
降、設計変更をし、Ｙ製トナーを装着したＸ製プ
リンタにおいて、トナー残量の段階的表示及び残
量表示が可能となっているとされている。

判決の要旨

　原判決変更（差止等を認める。）。
　１　本判決は、まず、Ｙ製電子部品は、本件特
許の技術的範囲に属し、また、Ｙ製電子部品は、
Ｘ製電子部品と同一性を有するものではないこと
から、本件特許権は消尽していないとする。
　２　その上で、原判決で一般指定 14 項と抵触
し、権利濫用とされた本件書換制限措置、及び、
特許権の行使について、以下のように判断した。
　再生品が装着されたＸ製プリンタは、トナー残
量表示に「？」と表示され、残量表示がされず、
予告表示がされない点でＸ製カートリッジが装着
された場合と異なるが、印刷機能に支障をきたす
ものではないこと、「印刷できます。」との表示が
されるのでユーザーが印刷機能に支障があるとの
不安を抱くものとは認められないこと、ユーザー
は残量表示がされないことについて予備のカート
リッジをあらかじめ用意しておくことで対応で
き、ユーザーの負担は大きいものとはいえないこ
とから、機能上の差異及び価格差を考慮して再生
品を選択するユーザーもいるものと認められる。
また、残量表示がされることが公的入札の条件で
あるとはいえない。
　一方、リサイクル業者は再生品であるため残量
表示がされないが、印刷はできることを表示する
ことによって対応できること、特許権侵害を回避
し、残量表示をさせることは技術的に可能である

ことから、その不利益の程度は小さいものと認め
られる。
　本件書換制限措置を行った理由として、Ｘ製プ
リンタに自ら品質等をコントロールできない第三
者の再生品のトナー残量が表示され、残量表示の
正確性を自らコントロールできないために、この
ような弊害を排除したいと考えて、本件書換制限
措置を講じたものである旨主張し、経営戦略とし
てＸ製プリンタに対応するカートリッジのうち、
ハイエンドのプリンタに対応するＸ製カートリッ
ジに搭載されたＸ製電子部品を選択したことを述
べているが、その理由には相応の合理性が認めら
れること、特許侵害を回避した電子部品の製造が
技術的に可能であることを併せ考慮すると、Ｘが
特許権を行使することは、Ｘ製カートリッジのリ
サイクル品をもっぱら市場から排除する目的によ
るものと認めることはできない。
　したがって、ＸがＹ１らに対し、Ｙ製電子部品
について、本件特許権に基づく各請求を行うこと
は、不当な取引妨害として、独禁法に抵触するも
のということはできず、また、特許法の目的であ
る「産業の発達」を阻害し、又は、特許制度の趣
旨を逸脱するものであるということはできず、権
利の濫用に当たるものと認めることはできない。

判例の解説

　一　「著しい損害」の有無
　本件では、不当な取引妨害の成立について、もっ
ぱら、Ｙ１らが「著しい損害」を被っているか否
かの観点から判断を行っている。その判断にあた
り、Ｘ製プリンタにＸ製カートリッジが装着され
た場合とＹ製カートリッジが装着された場合の間
でその表示に差異はあるものの、純正品と再生品
との機能上の差異及び価格差を考慮して、再生品
を選択するユーザーが存在すると認められるとし
た。また、公的入札の条件として、トナーリサイ
クル品の「品質」等に関する規格の内容において
は、印字品質等だけが規格の要素として挙げられ、
トナー残量表示についてはその要素となっていな
いこと等から、残量表示がなされることが公的入
札の条件であるとは認められないとした。加えて、
本件特許を侵害しない電子部品を製造し、これを
Ｘ製電子部品と取り替えることで、残量表示をさ
せることが技術的に可能であり、本件書換制限措
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置の回避は可能であるとした。さらに、本件書換
制限措置について、ハイエンドのプリンタでの第
三者の再生品のトナーの残量表示の正確性をコン
トロールできないという弊害を排除するために講
ずることは、相応の合理性が認められ、本件特許
の侵害を回避した電子部品の製造が技術的に可能
であることを併せて考慮すると、Ｘが特許権を行
使することは、リサイクル品をもっぱら排除する
目的によるとは認められないとした。
　本件において、Ｙ１らは、Ｘによる本件特許権
に基づく各種請求が権利の濫用に当たるとして、
「著しい損害」について補充主張をしているが、
本来、不当な取引妨害の認定にあたり、「著しい
損害」の認定は必要なのであろうか。
　不当な取引妨害の公正競争阻害性は、競争の減
殺、競争手段の不公正さ、及び、これら 2つの側
面を共に有する場合があるとされる。競争の減殺
とは、事業者相互間の自由な競争が妨げられてい
ないこと、及び、事業者がその自由な競争に参加
することが妨げられていないことを侵害する「お
それ」があることである。具体的に競争を阻害す
る効果が発生していることやその高度の蓋然性が
あることまでは要件となっておらず、その抽象的
危険性があれば足りる。また、手段の不公正さや
自由競争基盤に関わるものの場合、特に競争秩序
への害を示すことなく、行為がその抽象的危険性
を有していれば足りる。いずれの場合であっても
「著しい損害」の発生は必要とされない。
　本件において、Ｙ１らが提出したプリンタの機
種選定を行っている者等へのアンケート結果が
「著しい損害」の発生を裏付けると主張したが、
これが否定され、また、東京国税局からの回答書
についてもＹ製トナーが官公庁の入札条件を満た
さないとすることを裏付けるものではないことか
ら、Ｙ１らは「著しい損害」を被らないとしたが、
本来、不当な取引妨害の認定にあたり、「著しい
損害」の発生は必要ではない。

　二　独禁法 21 条
　本件では判断が示されていないものの、本来、
特許法等の知的財産権の行使と独占禁止法の抵触
が問題となる場合、両者の関係性が整理される必
要がある。
　独禁法 21 条は、著作権法、特許法、実用新案法、
意匠法又は商標法による権利の行使と認められる

行為には独禁法を適用しないとする。これについ
て、「知的財産の利用に関する独占禁止法上の指
針」（2007 年）は、技術の利用に係る制限行為の
うち、そもそも権利の行使とはみられない行為に
は独禁法が適用され、また、技術に権利を有する
者が、他の者にその技術を利用させないようにす
る行為及び利用できる範囲を限定する行為は、外
形上、権利の行使とみられるが、これらの行為に
ついても、実質的に権利の行使とは評価できない
場合、すなわち、これら権利の行使とみられる行
為であっても、行為の目的、態様、競争に与える
影響の大きさも勘案した上で、事業者に創意工夫
を発揮させ、技術の活用を図るという、知的財産
制度の趣旨を逸脱し、又は同制度の目的に反する
と認められる場合は、上記第 21 条に規定される
「権利の行使と認められる行為」とは評価できず、
独占禁止法が適用されるとしている。
　原審は、不当な取引妨害に該当する等、公正な
競争を阻害するおそれがある場合には、当該事案
に現れた諸事情を総合して、その権利行使が特許
法の目的である「産業の発達」を阻害し又は特許
制度の趣旨を逸脱するものとして、権利の濫用
に当たる場合があり得るとし、Ｙ１らが著しく不
利益を受ける状況を作り出した上でＸの権利行使
が行われ、本件書換制限措置の必要性・合理性も
認められないことから、Ｘの一連の行為は不当
にＹ１らとそのユーザーとの取引を不当に妨害し、
独禁法と抵触し、かつ、特許法の目的を阻害し又
は特許制度の趣旨を逸脱し、権利の濫用に当たる
とした１）。これに対し、本件では、Ｘの一連の行
為は、不当な取引妨害として独禁法に抵触すると
いうことはできず、また、本件書換制限措置によ
るリサイクル事業者の不利益の程度は小さく、ま
た、本件書換制限措置の理由には相応の合理性が
認められるとして、特許法の目的を阻害又は特許
制度の趣旨を逸脱するものではなく、かつ、本件
特許の侵害を回避することが可能であることを併
せて考慮すると特許権の行使は、リサイクル品を
もっぱら市場から排除する目的によるものとは認
められないとした。
　しかし、仮に、本判決がいうようにＸ製プリン
タ及びその表示の信頼性を維持させることが目的
であったとしても、ただそれだけで正当な権利の
行使と認められるのであろうか。この点につき、
最判平 19・11・8（民集 61 巻 8 号 2989 頁［液体
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収納容器］）調査官解説は、「インクタンクにイン
クを再充てんして再使用することとした場合に
は、印刷品位の低下やプリンタ本体の故障等を生
じさせるおそれもあることから」、「インクタン
クを 1回使い切りのものとすることに相応の合
理性が存在する点に着目し、インク補充のための
開口部が設けられていないという上記構造がその
機能上相応の合理性に基づくものであることを前
提に」「当該特許製品の属性、加工及び部材の交
換の態様を考慮しようとするものであると解され
る。したがって、特許権者の意向によって自在に
特許権行使の可否が決定されることを是認するも
のではないと考えられる」としている２）。本件で
は、本件書換制限措置にこのような機能上の合理
性は認められない。また、ハイエンドのプリンタ
であるからといって、ただそれだけで特別に再生
品の残量表示を正確なものとしなければならない
理由も存在しない。加えて、判旨は、残量が「？」
と表示されても再生品を選択するユーザーが存在
するとしており、そのようなユーザーは再生品を
利用している旨を認識した上で使用しているた
め、たとえ残量表示が正確でなくとも、それらの
者のＸ製プリンタへの信頼性を失うこととはなら
ないのではないか。Ｘの意向により、特許権行使
が是認されれば、再生品の流通を妨げることとも
なり、このような権利行使は特許法の趣旨に反す
る。

　三　不当な取引妨害の成立
　不当な取引妨害とは、反競争的手段により、競
争者との取引を妨害し、公正競争阻害性を有する
行為である。上記で検討したように、本件書換制
限措置を講じ、本件特許に基づく権利行使が正当
な権利の行使ではないとするのであれば、それに
よりＹ１らとユーザーの間のＹ製カートリッジの
取引を妨害することとなる。
　本件書換制限措置は、本件特許が解決しようと
している問題の解決と関連性が薄く、また、それ
により設計変更前までではあるものの特許侵害を
行わなければ再生品を製造できない状態をＹ１ら
にもたらす行為は、競争手段として不公正なもの
であるといえる。
　また、本判決では検討されていないが、競争の
減殺に公正競争阻害性を求める場合に、市場の画
定の必要性についてＸは主張している。Ｘはまた、

その際、ビジネス用プリンタの市場では激しい競
争が展開され、需要者は消耗品等のランニングコ
ストの総額まで念頭においた上でプリンタを選ぶ
状況にあるとして、複数のプリンタメーカーから
構成されるプリンタ本体の販売市場とトナー等の
アフターマーケットの市場は分離されずに一体と
して評価されるべきであるとしている。
　これまで不当な取引妨害の成否が問題となった
事件において、市場は明確な形で画定されない場
合があるものの、市場の画定が必要であるとした
場合、Ｘが主張するように、プリンタとカート
リッジのような消耗品は一体として評価されるべ
きであろうか。しかし、すべての者がランニグコ
ストを考慮するわけでもない。また、カートリッ
ジは特定の種類のプリンタにしか使用できず、プ
リンタを購入ないしリースした場合にはそれを一
定期間使用し続けることが想定され、当該プリン
タで使用できる消耗品も使い続ける必要があるこ
とからすると、ロックイン状態が発生し、特定メー
カー・機種の消耗品の市場がプリンタ本体とは別
に成立することとなる。本件では、このような市
場は画定されず、単にＹ１らが「著しい損害」を
被ることがないとされたが、Ｙ製カートリッジが
Ｘ製プリンタに装着され、「印刷できます。」と表
示され、印刷が可能であったとしても残量表示が
「？」と表示されることにより、それにより、不
安を覚えるユーザーは存在することが考えられ、
すべての者が安心してＹ製カートリッジを使用す
るとはいえず、少なくともある程度の損害をＹ１
らが被る危険性がある。また、特許侵害をしなれ
ければ再生品を製造できないようにする措置それ
自体についても、リサイクルメーカーが再生品を
製造することをためらわせる効果があり、競争減
殺効果があるといえる。
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説Watch（法セ増刊）29 号 259 頁、田中亮平「判批」ジュ
リ 1558 号 6 頁、藤田稔「判批」ジュリ 1559 号 107 頁、
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